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　多摩・島しょ地域は2020年代に人口減少社会を迎えることが予測されているため、現在の事業・活動を
継続することや、これまで住民同士の「共助」で行われていた事業を実施することも困難となる可能性が高
く、新たな課題解決策を考える必要があります。その解決策の一つの手段として注目されているのが「シェ
アリングエコノミー」です。シェアリングエコノミーとは、官、民、個人、法人を問わず、それぞれが保有
する活用可能な資産等（スキルや時間等の無形のものを含む。）をインターネット上のマッチングプラット
フォームを介して、他者も利用可能とする経済活性化活動です。国もシェアリングエコノミーの活用推進・
人材育成を進めており、2019年１月現在、15の都市が「シェアリングシティ」の認定を受けています。
　本調査研究では、多摩・島しょ地域自治体が地域課題解決の手段の一つとしてシェアリングエコノミー
を検討し、導入する際の事業検討に資することを目的とします。

シェアリングエコノミーで解決する自治体課題に関する調査研究

　自治体窓口には市町村の顔として、複雑化・多様化する住民ニーズに対応し、より質の高いサー
ビスを提供することが求められています。
　2020年４月には会計年度任用職員制度が導入され、従来の臨時・非常勤職員は会計年度任用職員
等に移行します。また、民間委託については、地方独立行政法人に自治体の窓口申請業務を委託で
きるようになり、委託できる業者の幅が広がりました。さらに、AIやRPAなどの新技術の導入によ
り、窓口業務の見直しや新たなサービスを提供できる可能性が生まれています。
　そのため、従来の窓口サービスのあり方を再検討する必要性が高まっています。
　本調査研究では、自治体窓口のあり方について多様な観点から調査研究を行い、検討し提言します。

自治体窓口における業務改革に関する調査研究 

　自治体経営が厳しさを増す一方で、地域活動の担い手不足も深刻な課題となっています。
　国も国家公務員の副業・兼業の普及促進を図り、環境整備を進めています。公務員が報酬を得るこ
とは、活動に対する家族の理解が得られ、意欲的に活動できることや、能力の活用、多様なキャリア
のあり方を身をもって学ぶことにつながります。一方、地域側にも、活動の担い手不足解消や、地域
の活性化につながるなどの利点があります。このため、既に一部の自治体では、副業に関する独自の
規定を設け、地域活動への参加を促進しているところもあります。
　本調査研究では多摩・島しょ地域における自治体職員の副業による地域貢献活動を通じた地域活性
化の可能性について検討します。

公務員の副業による地域活性化に関する調査研究

　当調査会では、上記の単年度調査研究に加え、行財政運営の参考となるように、各種統計資料を
毎年度作成しています。
　2019（平成31）年度についても、以下のデータ集を作成し、上記の調査研究と同様に配布・公
開する予定です。

○多摩地域ごみ実態調査
　多摩地域の清掃事業及びリサイクル事業に関する情報を調査し、基礎的な統計データ集を作成し
ます。

○多摩地域データブック
　今後のまちづくりや政策形成など行政運営上の基礎資料として、「人口・土地」「産業」「都市
基盤」など主要な統計データ集を作成します。

○市町村税政参考資料・市町村財政力分析指標
　39市町村における、財政力指数・公債費比率・経常収支比率等の分析指標及び市町村税徴収実績
等のデータ集を作成します。

  当調査会では、東京島しょ地域の魅力を紹介するべく、平成25年度に「東京島しょ地域魅力紹介ハン
ドブック」を作成し、各機関や一般に向けて広く配布しました。しかし、作成から５年が経過し、情報
の更新を含め更なる魅力の伝え方を検討する必要があります。
　本調査研究は、本調査研究を通じて得た情報を刊行物としてまとめることで、東京島しょ地域を訪れ
たことがない人に対して東京島しょ地域の魅力を伝えることを目的に実施します。

東京島しょ地域の魅力紹介に資する調査研究〔実態・現況調査〕

　空前のペットブームといわれる現在、動物への配慮を求める価値観が急速に世間に定着してきてお
り、「ペット＝パートナー」という考え方は、今後当たり前のものとなっていくと思われます。
　自治体にはペットが絡むさまざまな業務が、複数の部署にまたがって存在します。また、ペットを
適正に飼育できない人の中には、精神障害や認知症、社会からの孤立等といった背景があることが多
く、これも複数の部署や官民を横断する問題です。しかし、ペットの問題に関して部署間で連携する
機会は非常に少なく、職員、住民双方の知識不足から、適切な対応ができていない場合も多く見られ
ます。現在の行政の縦割りシステムでは、「動物は動物」「人は人」と、区別して対応しています
が、2つの問題を関連付けて考えることも必要です。
　本調査研究では、「ペット」をキーワードに、複数の部署や機関が連携する仕組みの構築について
探ることで、独居者・障害者・高齢者等への対応や災害時の避難所運営準備など、今まで対応が後手
に回っていた問題への新しい解決方法を提案します。

ペットを架け橋とした地域のつながり、組織のつながりに関する調査研究

 実態調査事業

　 当調査会では、多摩・島しょ地域の市町村の広域的・共通的課題を中心に、年度ごとにテーマを複数選定し、調査研
究を実施しています。調査研究報告書は、多摩・島しょ地域の市町村などに配布するとともに、ホームページ（http://
www.tama-100.or.jp）にも掲載し公開しています。
　2019（平成31）年度については、５件の調査研究を実施することを予定しており、今回はその概要を紹介いたします。

2019（平成31）年度

調査研究テーマについて
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